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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

⑴　業務の適正を確保するための体制
当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は次のとおりで

あります。
①　当社並びに子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制
イ．経営トップ自ら社内重要会議など各事業所及び各子会社の責任者が集う機会等を捉え、法

令遵守の強化・徹底を図る。
ロ．コンプライアンス担当部署による啓蒙活動などにより、社内に不祥事が起こり得ない企業

風土の醸成に努める。
ハ．当社グループ全体を対象とする社内通報規則の活用により、違法行為の早期発見・是正に

努める。
ニ．社会秩序に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で対応し、一切関係を

持たない。
②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会議事録ほか社内の重要文書については、社内規程に基づき、適正に管理・保存する。
③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．各部署において、日常的に業務遂行上のリスクの洗い出しを行い、必要に応じて社内規程
の整備を図る。

ロ．業務遂行上、必要のある場合に、顧問弁護士その他の外部専門家に助言を求め、法的リス
クの軽減に努める。

④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．職務権限規程に基づき、会社の業務執行に関する各使用人の権限と責任を明確にし、業務

の組織的、能率的運営を図る。
ロ．重要な案件の意思決定に際しては、役員、執行役員及び関係者で構成する経営会議におい

て、長期的な経営戦略に基づく多角的な視点から検討を行い、活発な意見交換を行ったうえ
で、取締役会に付議する。

ハ．迅速な意思決定を求められる事案については、臨時に取締役会を開催するなど、取締役会
の機動的な運営に努める。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．日鉄鉱業グループ行動指針に従い、企業集団全体としてのコンプライアンス体制の構築に

努める。
ロ．会計基準の遵守及び財務報告の信頼性の確保のため、財務報告に係る内部統制を整備し運

用する。
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ハ．管理部門の社員を中心に横断的に構成された監査チームが各事業所及び各子会社に出向き、
内部監査を実施し、業務の適正性を確保する。

ニ．各子会社に対しては、社内基準に基づき、各社の事業状況、財務状況その他の重要な事項
について上申又は報告を行うよう求める。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項

監査役より、その職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合は、速やかに監査役
の職務について専門性を有する使用人を配置する。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項
イ．監査役の求めに応じて使用人を設置した場合は、当該使用人の選任及び人事考課について

は、監査役と協議のうえ、決定することとする。
ロ．監査役の求めに応じて設置される使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役の職

務の補助を優先して従事させる。
⑧　当社並びに子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制
イ．監査役は、社内の重要会議に出席するほか、重要なりん議書について何時でも監査役が閲

覧できる体制とする。
ロ．監査役による各事業所及び各子会社への監査業務が効率的に行われるよう、年初において

スケジュール化を図る。
ハ．適時開示の流れの中に監査役へ報告業務を織り込み、会社に重大な損失を与える事象が発

生した場合には、速やかに監査役に情報が伝達される体制とする。
ニ．社内通報規則の通報窓口となる使用人が同規則に基づく通報を受けた場合、直ちに監査役

に当該通報の内容が報告される体制とする。
ホ．社内通報規則には、通報者が通報したことにより不利な取り扱いを受けないことを明記す

る。
⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ

いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
イ．監査役がその職務を執行するために、弁護士、公認会計士、税理士その他の外部専門家に

意見を求めた場合は、当社がその費用を負担する。
ロ．監査役がその職務の執行についての費用の前払等を請求した場合は、監査役の職務の執行

に必要でないと認められるときを除き、速やかに支払うこととする。
⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は、監査役との定期的な意見交換の場を設け、監査役の監査が実効的に行われる
体制を整えるように努める。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　コンプライアンス体制

当社は、「日鉄鉱業グループ行動指針」に従い、企業集団全体としてのコンプライアンス体
制の構築に努めるとともに、会計基準の遵守及び財務報告の信頼性の確保のため、財務報告に
係る内部統制を整備し運用しております。

当事業年度においては、当社の管理職以上の社員を対象として、階層別のコンプライアンス
研修を３回実施しております。

本社管理部門の社員を中心に横断的に構成された監査チームが各事業所及び各子会社に出向
き、コンプライアンス及び内部統制の状況並びに経理処理業務に関する監査を実施しておりま
す。

②　リスク管理体制
当社は、地震等の自然災害に備えたＢＣＰ（事業継続計画）を策定しており、当事業年度に

２回実施した安否確認訓練や４回実施したＢＣＭ（事業継続マネジメント）会議などを通じて
判明したリスク等を踏まえ、ＢＣＰの見直しについて検討を行っております。

③　取締役の職務執行
当事業年度において、取締役会を16回開催いたしました。毎月１回の定期的な開催に加え、

必要に応じて臨時に開催するなど、機動的な運営に努めております。
重要な案件の意思決定に際しては、事前に経営会議を開催し、役員、執行役員及び関係者に

よる検討・意見交換のうえ、取締役会に付議するなど、取締役の職務の効率的な執行に努めて
おります。

取締役会議事録ほか社内の重要文書については、社内規程に基づき、適正に管理・保存を行
っております。

④　監査役の職務執行
監査役は、年初に立案した監査計画に基づき、各事業所及び各子会社の監査を実施しており

ます。
経営会議、幹部会、関係会社中期経営計画審議会などの社内の重要な会議に出席し、適宜意

見を述べるとともに、重要なりん議書を閲覧し、必要に応じて取締役や社員に説明を求めてお
ります。

監査役と代表取締役との懇談会を開催し、監査の年度総括を報告するとともに、意見交換を
通じて、監査体制の実効性について確認しております。
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社数　　22社
主要な連結子会社

船尾鉱山㈱、八戸鉱山㈱、アタカマ・コーザン鉱山特約会社、北海道石灰化工㈱、日鉄鉱コンサルタ
ント㈱、日鉄鉱建材㈱、㈱幸袋テクノ

当連結会計年度において、当社は、関連会社であるアルケロス鉱山㈱の株式を追加取得し、子会社化し
ましたことから、同社を連結の範囲に含めております。

⑵　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社

新八茎鉱山㈱、八茎砕石㈱
（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ
ります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の関連会社数　　１社

会社名　日比共同製錬㈱
⑵　持分法を適用していない非連結子会社（新八茎鉱山㈱他）及び関連会社（㈱ポリテツコリア他）は、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結
計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外し
ております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名　　　　　　　　　　　　　　　決算日
アタカマ・コーザン鉱山特約会社　　　12月31日
アルケロス鉱山㈱　　　　　　　　　　12月31日
日鉄鉱チリ㈲　　　　　　　　　　　　12月31日
　連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　移動平均法による原価法
②　デリバティブ　　　　　時価法
③　たな卸資産　　　　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、評価方法は取扱

品目または業態により総平均法、先入先出法等
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　⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（平成28
年３月31日以前に取得した附属設備を除く）及び賃貸事業用の建物（附属設備を含む）並びに平成28年
４月１日以降に取得した構築物（主要坑道を除く）は定額法、構築物の一部（主要坑道）及び鉱業用地は
生産高比例法）を採用し、在外連結子会社は、主として定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　５年～60年
機械装置及び運搬具　４年～25年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　鉱業権は生産高比例法を採用し、その他は定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用
分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。
⑶　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　投資損失引当金
　鉱山事業を行う関係会社等への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、必要額
を計上しております。

③　賞与引当金
　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

④　役員賞与引当金
　役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑤　株主優待引当金
　当社の株主優待制度に伴う費用の支出に備えるため、合理的に見積った額を計上しております。

⑥　製品保証引当金
販売済製品に係る保証期間内の無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績率に基づき必要額を計上

しております。
⑦　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
　　⑧　環境安全対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成13年６月22日法律第65
号）に基づき、保管するポリ塩化ビフェニルの処理費用の支出に備えるため、合理的に見積った額を計上
しております。

　⑨　特別修繕引当金
　蒸気生産輸送設備の定期修繕及び船舶安全法により定期検査が義務付けられている船舶の点検修繕に要
する支出に備えるため、当該特別修繕費用の見込額に基づき計上しております。
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⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(13年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の連結会計年度から費用処理しておりま
す。なお、一部の連結子会社は、発生年度に一括費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑸　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を
適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する
工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

⑹　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

⑺　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部の為替換算調整勘定及び非支配株
主持分に含めております。

⑻　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップ取引については特例処理の要件を
満たしている場合には特例処理を採用し、通貨スワップ取引については振当処理の要件を満たしている場
合には振当処理を採用しております。

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針
　当社は、借入金の金利変動及び為替変動に伴うリスクを回避する目的で金利スワップ取引及び通貨スワ
ップ取引を実施しております。
　また、非鉄金属たな卸資産の商品価格変動リスクを回避する目的で商品先渡取引を利用しているほか、
将来顧客に引き渡される予定の非鉄金属製品価格を先物価格で契約した場合に生ずる商品価格変動リスク
を回避する目的で商品先渡取引を利用しております。

　　③　ヘッジ有効性評価の方法
　商品先渡取引については、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変
動とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較して有効性を評価しております。なお、金利スワップ取引は特
例処理によっており、通貨スワップ取引は振当処理によっているため有効性評価を省略しております。
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⑼　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、子会社投資ごとに投資効果の発現する期間（20年以内）で均等償却することと
しております。なお、金額に重要性が乏しい場合には発生年度に全額償却しております。

⑽　消費税等の会計処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（会計上の見積りの変更に関する注記）
連結子会社であるアタカマ・コーザン鉱山特約会社が保有する有形固定資産及び無形固定資産は、採掘可能

年数に基づいて減価償却を行っておりますが、既採掘地域に隣接する所有鉱区の鉱量を測定し、可採鉱量に算
入したことから、主要な設備の耐用年数を延長し、当連結会計年度より将来にわたり変更しております。また、
チリ国の鉱業令が規定する鉱山の閉山計画に基づく閉山費用として計上していた資産除去債務の支出までの見
込期間及び退職給付債務に係る残存勤務期間についても延長し、当連結会計年度より将来にわたり変更してお
ります。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の減価償却費等が75百万円減少し、営業利益、経常利益
及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ同額増加しております。

（表示方法の変更に関する注記）
「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（平成30年法務省令第５号　平成30年３月26

日）が、当連結会計年度末に係る連結計算書類から適用できるようになったことに伴い、当連結会計年度から
改正後の規定を適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に
表示する方法に変更しております。これにより、従来と同一の方法によった場合に比べ、流動資産の「繰延税
金資産」が419百万円減少し、投資その他の資産の「繰延税金資産」が206百万円増加し、流動負債の「繰延
税金負債」が０百万円減少し、固定負債の「繰延税金負債」が213百万円減少しております。

　　前連結会計年度において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却益」は、
金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「投資有価
証券売却益」は４百万円であります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産
(財団抵当)
有形固定資産 5,089百万円
同上の債務
　短期借入金 25百万円
　長期借入金 10

計 35

(その他）
有形固定資産 554百万円
同上の債務
　短期借入金 32百万円
　長期借入金 235
　受入保証金 10
　計 277

２．有形固定資産の減価償却累計額 159,934百万円
３．保証債務

保証総額 （連結会社負担額）
日比共同製錬㈱ 21,000百万円 (4,258)百万円
いわき共同タンカル㈱ 165 (31)
函館生コンクリート協同組合 10 (0)
計 21,175 (4,290)
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
発行済株式

普通株式（株） 8,352,319 － － 8,352,319
自己株式

普通株式（株） 30,594 980 － 31,574

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たりの金額
（円） 基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会 普通株式 332 40 平成29年３月31日 平成29年６月30日

平成29年11月２日
取締役会 普通株式 332 40 平成29年９月30日 平成29年11月27日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たりの金額
（円） 基準日 効力発生日

平成30年６月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 416 50 平成30年３月31日 平成30年６月29日

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、短期資金及び資源事業を中心とした設備投資計画に必要な長期資金を銀行借入により調
達し、一時的余資を銀行預金にて管理しております。
　また、通常の財務及び営業取引の一環としてデリバティブ取引を利用しておりますが、いずれもリスク回
避を目的としており、投機取引またはトレーディング目的では利用しない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに、そのうち外貨建のものは為替の変動リスクに
も晒されております。投資有価証券は、主に取引先企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお
ります。
　営業債務である支払手形及び買掛金は全て１年以内に決済されますが、そのうち外貨建のものは為替の変
動リスクに晒されております。
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　短期借入金は運転資金を使途とし、長期借入金は主に設備投資に必要な資金調達を目的とするもので、最
長償還日は17年後となっております。そのうち変動金利のものは金利の変動リスクに、外貨建のものは為替
の変動リスクに晒されております。
　デリバティブ取引は、上記借入金のうち変動金利によるものの金利変動リスク及び外貨建のものの為替変
動リスクを回避するために、金利スワップ取引及び通貨スワップ取引を利用しております。このほか、営業
部門における為替相場及び商品相場の変動リスクを回避するために、先物為替予約及び商品先渡取引を利用
しております。これらに適用されるヘッジ会計については、「連結計算書類作成のための基本となる重要な
事項に関する注記」の４⑻「重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

　⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　当社グループは、営業債権の信用リスクについて、社内規程に基づき、各事業部門における営業担当部署
が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務
状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、外貨建営業債権債務の為替の変
動リスクについては、主に金属原料仕入及び地金販売によるものであり、恒常的に当該債権の入金額を債務
の決済に用いることにより変動リスクを回避しております。
　投資有価証券については、四半期ごとに時価や取引先企業の財務状況等を把握し、また、取引先企業との
関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用度の高い大手金融機関及び大手商社を契約先としており、契
約不履行にかかる信用リスクは僅少であります。金利スワップ取引及び通貨スワップ取引は、その目的及び
性質上、重要な借入金契約に付随するものであるため、その実施は取締役会において決議され、取引開始以
後は社内規程により管理されております。先物為替予約及び商品先渡取引は、通常の営業過程での取引の一
環として、営業取引に関する社内規程に基づきリスク管理を行っております。
　資金調達に係る流動性リスクについては、各部署からの報告に基づき管理部門が随時、資金繰計画を作成・
更新し、適正水準の手元資金を確保するよう管理しております。

⑷　金融商品に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定におきましては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

－ 10 －



２．金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）
参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額（※１） 時価（※１） 差額

⑴　現金及び預金 30,537 30,537 －
⑵　受取手形及び売掛金 26,738 26,738 －
⑶　投資有価証券 28,162 28,162 －
⑷　支払手形及び買掛金 (11,493) (11,493) －
⑸　短期借入金（※２） (10,560) (10,560) －
⑹　長期借入金（※２） (12,166) (12,213) 46
⑺　デリバティブ取引（※３） 73 73 －

（※１）負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。
（※２）１年以内に返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めております。
（※３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金

　預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑵　受取手形及び売掛金、⑷　支払手形及び買掛金、並びに⑸　短期借入金
　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

⑶　投資有価証券
　株式は取引所の価格によっており、投資信託は公表されている基準価格によっております。

⑹　長期借入金
　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なってい
ないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定
金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値により算定しております。
　なお、一部の変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処理または金利通貨スワップの一体処
理の対象とされており、当該金利スワップまたは金利通貨スワップと一体として処理された元利金の合計
額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いた現在価値により算定し
ております。
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⑺　デリバティブ取引
　通貨関連は先物為替相場を使用し、商品関連は当該商品の市場価格に基づき算定しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,405百万円）については、市場価格がなく、時価を把握すること
が極めて困難と認められるため、「⑶　投資有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、不動産賃貸事業用のオフィスビル、マンション、
店舗、工場、倉庫等を保有しております。
　また、全国各地に鉱山跡地等の旧事業用地を保有しており、その一部は有効活用を目的として賃貸している
ほか、それ以外の土地についても植林、緑化を進めるなど環境に配慮した管理を行っております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 （単位：百万円）

賃貸等不動産の種類 連結貸借対照表計上額 時価

不動産賃貸事業用の不動産 5,579 23,892

その他、旧事業用地等 809 3,682

計 6,389 27,575

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
（注２）当連結会計年度末の時価は、重要性のあるものについては不動産鑑定評価額、それ以外のものについて

は路線価や固定資産税評価額を用いて自社で算定した金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 12,215円65銭
２．１株当たり当期純利益金額 599円12銭

（企業結合等に関する注記）
１．取得による企業結合
　⑴　企業結合の概要
　　①　被取得企業の名称及び事業の内容
　　　　被取得企業の名称　　アルケロス鉱山株式会社
　　　　事業の内容　　　　　銅探鉱プロジェクトの開発
　　②　企業結合を行った主な理由
　　　　アルケロス鉱山㈱は、チリ共和国において「アルケロス鉱区」を実質所有しており、当社は平成23年よ
　　　り同鉱区にて探鉱作業を進め、有望な銅鉱床を確認いたしました。
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　　　その後、事業の経済性評価を行ってまいりました結果、十分な採算性が見込まれるとの結論に達したこ
　　　とから、同社株式を追加取得して子会社化し、同鉱区の権益を取得したものであります。
　　③　企業結合日
　　　　平成29年10月10日
　　④　企業結合の法的形式
　　　　株式の取得
　　⑤　結合後企業の名称
　　　　変更ありません。
　　⑥　取得した普通株式の議決権比率
　　　　企業結合直前に所有していた議決権比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　25.0％

　企業結合日に追加取得した議決権比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55.0％
　非支配株主所有の株式が議決権のない優先株式へ転換されたことによる変動　　20.0％
　取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 100.0％

　　⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠
　　　　当社が、現金を対価として株式を取得したことによります。
　⑵　連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
　　　当社の決算日とアルケロス鉱山㈱の決算日との間に３ヶ月の差異があるため、平成29年10月10日から平
　　成29年12月31日までの業績を含めております。
　⑶　取得原価の算定等に関する事項
　　①　被取得企業の取得原価及びその内訳

企業結合直前に所有していた普通株式の企業結合日における時価 174百万円
企業結合直前に所有していた無議決権株式の企業結合日における時価 558百万円
企業結合日に追加取得した普通株式の対価　　現金及び預金 383
取得原価 1,115

　　　　なお、当該株式取得に伴い、無議決権株式は普通株式に併合されております。
　　②　被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
　　　　段階取得に係る差損　　167百万円
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　⑷　取得原価の配分に関する事項
①　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 88百万円
固定資産 1,474
資産合計 1,562

流動負債 1百万円
固定負債 166
負債合計 168

②　のれん以外の無形資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに加重平均償却期間
鉱業権　　1,456百万円
当該資産は銅鉱山の開発工事完了後から操業期間にわたり償却する予定ですが、当連結会計年度におい

ては開発及び操業の計画を策定中のため、加重平均償却期間を記載しておりません。
③　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

該当事項はありません。
２．共通支配下の取引等
　子会社株式の追加取得
　⑴　取引の概要
　　①　結合当事企業の名称及びその事業の内容

　結合当事企業の名称　　アルケロス鉱山株式会社
　事業の内容　　　　　　銅探鉱プロジェクトの開発

　　②　企業結合日
　　　　平成29年11月23日、平成30年１月22日
　　③　企業結合の法的形式
　　　　株主割当増資の引受けによる株式取得
　　④　結合後企業の名称
　　　　変更ありません。
　　⑤　その他取引の概要に関する事項
　　　　アルケロス鉱山㈱に対する探鉱工事等に係る増資引受けとして、当社より金銭による出資を行ったもの
　　　であります。
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　⑵　実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及
び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、
共通支配下の取引等として処理しております。

　⑶　子会社株式の追加取得に関する事項
　　　取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　現金及び預金 325百万円
取得原価 325

　⑷　非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
　　①　資本剰余金の主な変動要因
　　　　増資に伴い、優先株式を所有する非支配株主の持分が増加し、当社の払込額と持分の増減額との間に差
　　　額が生じたことによるものであります。
　　②　非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額
　　　　65百万円
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券
①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

⑵　デリバティブ
時価法

⑶　たな卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
①　商品、製品・仕掛品・原材料（電気銅、金、銀及び機械を除く）、貯蔵品

総平均法
②　電気銅、金及び銀

先入先出法
③　機械

個別法
２．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産（リース資産を除く）
①　建物（平成10年４月１日以降に取得した建物（平成28年３月31日以前に取得した附属設備を除く）及

び賃貸事業用建物（附属設備を含む））並びに構築物（平成28年４月１日以降に取得した構築物（主要
坑道を除く））
定額法

②　構築物の一部（主要坑道）及び鉱業用地
生産高比例法

③　その他の有形固定資産
定率法
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物　　　　　７年～50年
　構築物　　　　５年～60年
　機械及び装置　４年～17年
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⑵　無形固定資産
①　鉱業権

生産高比例法
②　その他の無形固定資産

定額法
⑶　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定率法を採用しております。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　投資損失引当金
　鉱山事業を行う関係会社等への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、必要額を
計上しております。

⑶　賞与引当金
　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑷　役員賞与引当金
　役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑸　株主優待引当金
　株主優待制度に伴う費用の支出に備えるため、合理的に見積った額を計上しております。

⑹　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（13年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の事業年度から費用処理しております。

⑺　環境安全対策引当金
　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成13年６月22日法律第65号）
に基づき、保管するポリ塩化ビフェニルの処理費用の支出に備えるため、合理的に見積った額を計上してお
ります。

⑻　特別修繕引当金
　蒸気生産輸送設備の定期修繕に要する費用の支出に備えるため、定期修繕費用の見込額に基づき計上して
おります。
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４．ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

５．重要なヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップ取引については特例処理の要件を満
たしている場合には特例処理を採用し、通貨スワップ取引については振当処理の要件を満たしている場合に
は振当処理を採用しております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針
　借入金の金利変動及び為替変動に伴うリスクを回避する目的で金利スワップ取引及び通貨スワップ取引を
実施しております。また、非鉄金属たな卸資産の商品価格変動リスクを回避する目的で商品先渡取引を利用
しているほか、将来顧客に引き渡される予定の非鉄金属製品価格を先物価格で契約した場合に生ずる商品価
格変動リスクを回避する目的で商品先渡取引を利用しております。

⑶　ヘッジ有効性評価の方法
　商品先渡取引については、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動
とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較して有効性を評価しております。なお、金利スワップ取引は特例処
理によっており、通貨スワップ取引は振当処理によっているため有効性評価を省略しております。

６．退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の
方法と異なっております。

７．消費税等の会計処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
　「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（平成30年法務省令第５号　平成30年３月26
日）が、当事業年度末に係る計算書類から適用できるようになったことに伴い、当事業年度から改正後の規定
を適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法
に変更しております。これにより、従来と同一の方法によった場合に比べ、流動資産の「繰延税金資産」及び
固定負債の「繰延税金負債」が、それぞれ205百万円減少しております。

　前事業年度において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却益」は、金額
　的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度の「投資有価証券売却益」
　は０百万円であります。
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（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

建物 259百万円
構築物 2
一般用地 293
計 554

同上の債務
１年内返済予定の長期借入金 32百万円
長期借入金 235
受入保証金 10
計 277

２．有形固定資産の減価償却累計額 111,704百万円
３．保証債務

　他社の金融機関からの借入金等に対する保証を行っております。
保証総額 （当社負担額）

日比共同製錬㈱ 21,000百万円 (4,258)百万円
いわき共同タンカル㈱ 165 (31)
アテツ石灰化工㈱ 77 (54)
日鉄鉱建材㈱ 90 (90)
㈱幸袋テクノ 63 (63)
計 21,396 (4,498)

４．関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 3,071百万円
短期金銭債務 3,284

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営業収益 6,450百万円
営業費用 13,655
営業取引以外の取引高 1,803
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
　自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 30,594 980 － 31,574

（税効果会計に関する注記）
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
関係会社株式評価損 1,990百万円
減価償却超過額 1,685
資産除去債務 1,219
前払年金費用 1,123
かんがい排水設備基金受入益 520
投資損失引当金 458
探鉱費 308
賞与引当金 165
繰延資産償却超過額 135
ゴルフ会員権評価損 134
その他 460
控除された金額（評価性引当額） △3,724
繰延税金資産合計 4,477

（繰延税金負債）
有価証券評価差額金 5,560百万円
圧縮記帳積立金 1,503
退職給付信託設定益 879
探鉱準備金 861
資産除去債務に係る固定資産 304
特別償却準備金 218
その他 79
繰延税金負債合計 9,407
繰延税金負債純額 4,929
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（関連当事者との取引に関する注記）
１．親会社及び法人主要株主等

属性 会社等
の名称 住所

資　本　金
又は出資金
（百万円）

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

法 人
主 要
株 主

新日鐵
住金㈱

東 京 都
千代田区 419,524

各 種 鉄 鋼
製 品 の
製造・販売

被所有
直接

14.93
なし 当社製品

の 販 売
石 灰 石 等
の 販 売 6,888 売 掛 金 2,663

（注１）記載金額の内、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等

　石灰石製品等の製鉄原料の販売については、生産コストと価格競争を勘案して当社希望価格を提示し、
一定期間ごとの交渉により、一般的取引条件と同様に決定しております。

２．子会社及び関連会社等

属性 会社等
の名称 住所

資　本　金
又は出資金
（百万円）

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子会社 日鉄鉱
建材㈱

東京都
新宿区 50

石灰石、砕石
及びタンカル
の仕入・販売

所有
直接

100.00
なし

砕 石 他 の
購入、砕石
販売の委託

製品、商品
の 販 売 4,446 売 掛 金 2,018

関　連
会　社

日比共
同製錬
㈱

東 京 都
千代田区 100 銅 の 製 錬

所有
直接

20.28
兼任
１人

銅 製 錬
の 委 託 債務保証 4,258 － －

（注１）記載金額の内、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等

　日鉄鉱建材㈱との価格その他の取引条件は、生産コストや市場の実勢価格等を勘案し、一般的取引条
件と同様に決定しております。
　日比共同製錬㈱への債務保証は、ＪＸファイナンス㈱からの借入金に対して再保証を行ったものであ
り、保証額等に基づき算定した保証料を受け取っております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 11,167円41銭
２．１株当たり当期純利益金額 495円76銭
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